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第 2 期科学技術 本計画が策定された 2 0 五年 ( 平成 1 3 年 ) ユ ユ月 、     

渉外等において " 大学等では 不 建している分野での 専門知識や実務経験を 持っ 

ディ孝一タ一 ) を大学等に配置し、 大学等から産業界。 域 社会に対し 知 

元を果たす。 」 とする 政 執行のために。 文部科学 省が 「産学宮連携 " 支援 " 事業」として 産学 富 連携 

コーディ孝一ターを 大学に配置したことは 第 1 7 回年次学術大会で 報告 円 した。 

その後 5 年 闘 具体的な活動について 報告を行 む 。 、 第 回 大会ではその 役 きく変わろうとして 

いることを報告しが 2% ま 。 2 年罎 月からは「産学官連携活動 " 高度化 事業」として 新たな 

己置 体制が敷かれた " 

この報告では。 「産学 携 コーディネータ 一の役割」の 変簗 、 事業の節目に 刊行した活動事例集、 

新政策ついて 報告し。 こ ついて考察を 行う。 

蒲 

産学官連携支援事業における 活動様態の 

変化については。 第 2 0 回 大会で報告した 

が 、 その中で一番大きな 変 佗は各大学等に 

おけら産学官連携の 進展に従ってコーデイ 

ネ、 一タ 一に求められる 役割の変容であ り 

それに伴って 活動 態も変化が求められて 

いることであ る " 

産学宮連携支援事業においては、 コーデ 

ィネ 、 一タ 一の活動はミッションとして 提示 

。 そのポートフォリオと 従事 クヱイ     

という形で、 政策執行者 " 大学の管理者。 

コ - デイ孝一 タ 一の間で。 毎年の業務に 関 

する合意と業務執行管理がされていること 

は 、 第 2 0 同大会で報告した。 

その さ ジションを産学宮連携活動高度化促進事業では、 三つのステージに 大別し、 これまでの産学官 

連携支援事業の 主目的であ ったステージ a や 2 の業務を進める 体制はできるだけ 各大学で人材の 調達   

育成も含めて 整備することとし。 ステージ 3 のめ、 シーズ U 造の促進に向けた 活動の強化に 注 力 するこ 

とが求められている。 
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携 支援事業から 産学官連携活動高度化促進事業へ 移行する機会に。 これまでの 

コーディ孝一 ト 活動において 経験した事例や 獲得した知見などを 集めた「産学官連携コーディ 孝一ター 

の 成功。 失敗事例に学ぶ 一産学宮連携の 新たな 展 へ 向けて 一 こ うす ば 大学が動く。 企業が乗り 

属 する @ @ 」の発行が企画さ 

産学宮連携コーディ 孝一タ一で組織された 編集委員会の 下、 1 2 の事例が収載され。 第 5 回産学官 

連携推進会議において 一般に公開するとともに。 産学宮 携 コーディネータ 一のポータルサイトにも 

裁 した l8l 。 

この活動事例集の 特長け。 各事例は左 

成で 編集しており、 

が可能となるよ う に 

式を供給したことで 

。 タイトル 。 サブタイ㌃ ル 

。 概要 

第簗趨 

  

蝿
 

支
 

或
 

( 要約、 きっかけ、 段取り。 プロセス、 

成果。 結果や活動後の 変化 ) 

  春事例の関係者 。 ファクトデータ 

。 成功の事例 。 失敗の         。 産学官連携の 新たな展開に 向けた 

。 成功と失敗の 分かれ 道 。 コーディネータ 一の一言・ 

表紙と目次を 図。 2 に示すが、 第五章から 第 章 までは、 これまでステージ 了および 2 に対応する事 

章 。 第 Ⅹ章はステージ 3 の先駆け的な 事例であ る。 

この事例集の 大きな特色は。 表紙にも「産学宮連携 コ - ヂィ ネータ一の成功。 失敗事例に学ぶ」と 示 

したよ う に。 この種の公的資料としては 例が無い「失敗の 事例Ⅰを収載していることで 

の事例」が収載されていないこれまでの 報告 類 では新たな革新のポイントが 明 

との文部科学省の 強いご指摘。 ご 要請で取り組んだものであ ったが。 執筆者も編集委員も -- 番 苦労した 

点であ った。 編集委員の事例の 相互 査読と における相互指摘の 中で理解と合意形成が 進 

「タイ㌻ ル 」「サブタイトル」および「成功の 事例」 ; 失敗の事例」「産学官連携の 新たな展開に 向けた 

提言」に付した へッ ドラインを綴ればその 事例の全容が 判るように執筆者 意図を汲みながらその 字句 

集委員の努力によるものであ り。 この編集を通じて - 悉多くのことを 得たのも編集委員では、 

と 考えている。 

この事例集は、 過去 5 年間のコーディ 孝一㌃活動の 記録を残すととともに。 事例の共有化によって 、 

次の産学宮連携活動高度化促進事業の 推進において、 それぞれのコ - ディ 一ト 活動に活かすとともに、 

次項で報告する 各地区会議で 未配置大学等への 産学宮連携活動啓発活動で 先行事 として活用すること 

が 主目的であ ったが。 第 5 国産学官連携推進会 の 分科会や本会議で 紹介されたこともあ り、 発行とと 

もに事例集を 題材にした講演会の 依願が相次いでいる " 
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イ 月から取り組んでいる 標記事業の概要は 次の 

配 鰹 

5 3 大学。 高専に、 大学等担当 5 玉名、 地域の知の拠点再生担当 7 名、 広域担当 3 名の合計 9 ] 名を 

配置。 この内、 「地域の知の 拠点再生担当」は 2 0 6 年 2 月 1 5 日地域再生本部が 決定した「地域の 知 

の 拠点再生プロバラム」との 連携で、 次の大学等し 席を置きつつ 特定の地域との 連携を担当している。 

。 苫小牧工業高等専門学校 : 苫小牧市 等 

。 岩手大学 : 北上市。 水沢市。 花巻市 

。 諏訪東京理科大学 : 諏訪市。 茅野市。 岡谷市。 富士見町。 原村など   

。 金沢工業大学 : a 財 ) 石川県産業創出支援機 

。 三重大学 : 三重県。 伊勢市。 鳥羽布。 志摩 市 。 尾鷲市など 

。 広島大学 : 広島市。 東広島市。 呉市など 

。 熊本大学 : 熊本大学。 熊本県立大学。 熊本電波工業高等専門学校。 八代工業高等専門学校 

また、 広域担当はプロジェクト 推進担当玉名、 地域広域担当 2 名は東日本と 西日本を分担し。 各地区 

の 共同活動の調整。 支援に従事している。 

鷲翻 

平素はそれぞれ 配置を受けている 大学。 高専で業務に 従事しているが、 産学宮 携 コーディネーター 

の ト一タルパワーを 発 できるように 大きく次の三つの ネッ ㌻ ヮ 一タ を 整備している @2@ 。 

① 「お問い合わせシート」を 活用した大学間遠 携 による「技術相談」への 対応 

②地域における 未配置大学などへのネットワークの 拡大 

③ 「医療。 バイオ連携会議」「 c む ( コーディネータ 一 ) ナノテクフォーラ 勾など 課 

全国会議は 1 回 / 午 開催とし本年度は 9 月 1 6 日。 工 7 日に開催。 「産学宮連携活動高度化促進事業」 

への取組について 大学の類型別のバループ 討議を行い、 1 6 個のコーデイネート 課題について 希望する 

セッションに 参加する相互 研 鍍を行った。 

地区は北海道東北，首都 ，関東甲信越。 中部，関西。 中国四国，九州 沖 の 7 つを設定し、 束 定本 

3 地区を田村が 西日本 曜 地区を谷ロがそれぞれ 担当している。 各地区では 世 役 。 創世話役の下、 未配 

に 関わる相互交流に 重点を置いている。 置 校への対応を 行 う他 。 3 回 / 年の会議を設定し ，身近な課 

全国には 崔年制 大学が約 8 0 0 ( 東日本 : 3 8 0 、 西日本 : 4 2 ) 、 高専が 7 0 あ る。 その内。 

が さ れている大学。 高専は前述のように 8 3 であ るので残りの 頭 が未配置 校 であ る。 

未配置校への 対応については、 近畿地区における 約 2 年間の第 (2) 項 ②のネットワーク 活動の試行 

実績を踏まえて、 各地区で分担体制を 敷き、 J S 丁の「シーズ 発掘試験」のような 競争的資金に 関わる 

情報提供などネットワ - ク作りから着手し。 約 半年闇の活動で 地区会議などを 合同で開催し。 第 3 項で 

報告した事例集を 共同研究するなど 一定の連携基盤が 構築されつつあ り、 - 部の地域では 配置 校のコ一 

ディ孝一ターが 中心になって、 実務べ ー スの連携が構築されている 地区もでてきつつあ る。 

今後は、 これらの大学。 高専も含めたコンソ - シアムの構築など、 更なる連携に 展開していきたい。 
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産学宮連携支援事業か 行 により、 産学官 携の活動 は 国立大 

移転」から理学系なら ぴ の 圧 

い 私学の人文社会系へ 拡大する。 これ 。 支援人材の側面から 考察する。 

  爽蕊 

活動も 、 主として、 産業競争力の を目的とした「技術移転。 技 り成 」型の連携から、 

者のニーズを 基に新たなシーズの 

/ ベーション ) を 行い、 地域の 携 が求められっ っ あ る 団 。 こ 

域 との連携活動が 活発 

どを提起してきた [5l" 

済 学部との連携に よ る「そば焼酎Ⅱの 開発、 地元 

リニューアル、 都市 再 

あ るロボッ㌻産業 (D- 翼を担う技能人材脅威 の 新たな活動の 萌芽は見ら 

はこれからの 課 

襄進 " 支 騒人 翻 

大学の最も重要な 

については、 これまでのよう @ こ 大学事務局の 
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なりに推進できる。 

体験を持った 人材が大学には 育っていないので 

急 的に産業界から 経験者の受け 

の 育成も含めてその   

傭が 大学に求められている。 國   推趨 " 支援人材 

携は ついてはそ 成果を享受できるとの 期待があ っ紅ので産業界からの 技 系を中心として 

できたが。 次の地域振興。 地域活性化については 麹 何であ ろうか ? 

これまで考察してきたよ う に。 今後の産学官 携の対象となる 地 

も人村も新たな 視点で取り組む 必要があ り、 今後の 

計画学会年次学術大会予稿 集 ， ⑫ 

学会年次学術大会予稿 集 。 (20 

済口邦彦 : 第 ㈹ 回 計画学会年次学術大会 子 

く ;2004)Ppl 主 9 一五期 
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